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写真 1-1 土質は粘土質礫でマトリックスは軟弱であるが礫分

が多く、SW 貫入試験では貫入出来ない 

写真 1-2 県道側は礫質土（搬入土）が敷設されている 

1.2 目的及び位置 

 

 本業務は、小谷村大字中土字太田で実施した令和 7 年度村単事業土谷地区移住定住促進住宅建設

用地地盤調査業務の結果を取りまとめたものである。 

 調査地は村営住宅の建設が計画されている。計画地盤の支持力度を求めるための基礎資料として

表面波探査を実施した。 

 当初、スクリューウエイト貫入試験を実施したが、表層は礫分が多くスクリューウエイト貫入試

験では貫入できなかった。そのため、スクリューウエイト貫入試験に代わり表面波探査（レイリー

波探査）を実施した。 
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図 1-1 調査位置図 
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2.方 法 

 

2.1 表面波探査 

 

 概要 

表面波探査は、物理探査の一種である。地震や振動は、実体波と表面波に分類される。地震や地

盤面を打撃することによって発生する表面波は、硬い土質ほど速く伝わり、逆に軟らかい土質では

遅く伝わるという性質がある。表面波探査は、この性質を応用して、地盤の速度構造を測定し、N

値に換算して支持力 qa(kN/㎡)を求めます。 

 

 方法 

地面に起振機を設置して、地盤を上下に振動させ表面波（小規模な地震）を発生させる。同時

に、二つの検出器（加速度センサーA,B）を設置し、地中を伝わる表面波の速度を計測する。 

起振機から発生した表面波は、検出器 A,B の順番に伝わり、検出器 A に到達した時間と検出器 B

に到達した時間との差（遅れ時間）から、検出器 AB 間を伝わる表面波速度（＝距離/時間）を計算

する。 

表面波は、周波数（振動数）によって、伝わる深さが変わる性質を持っている。高い周波数の表

面波では浅い部分を、低い周波数の表面波は深い部分まで伝わる性質がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-1 表面波の伝わり方 
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表面波探査は、コンピュータ制御により起振機の周波数（振動数）を細かく変化させて測定す

る。 

調査の結果、測定位置毎に地盤の硬軟（速度値）、境界深度が得られる①。この結果から、支持

力を算出する②。これらの情報が予定構造物の基礎構造設計並びに施工に関する基礎資料となる

③。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 2-2 表面波探査の流れ 
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表面波探査の結果に基づき、平成 13 年国土交通省告示 第 1113 号第１に準じ、“支持力 qa”を求

める。 
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3.地形地質概要 

 

3.1 地 形 

 

 太田地区は、新潟県境に位置する長野県小谷村のほぼ中央部に位置する。小谷村中央部を北方向

に流れる姫川の東側に位置し、東北東から合流する土谷川の右岸側斜面にあたる。 

 姫川の東側は、主稜線が北北東-南南西方向の、褶曲した新第三系堆積岩類からなる山地が存在

する。北から奥西山(1,616m)、中西山(1,740m)、東山(1,849m)、黒花山(1,800m)及び柄山(1,339m)

が連なるこの山地は、しばしば小谷山地と称される。この山地では大小の地すべり地形や崩壊地形

が発達する。それらの中には滑動中、または最近滑動したものも多く、土砂災害が頻発している。 

 地すべり及び崩壊地形の素因として砂岩・泥岩を主とする新第三系堆積岩類の岩質と、それらの

褶曲(地質構造)が重要である。また地すべり及び崩壊の誘因は主に集中豪雨や融雪水と考えられて

いるが、糸魚川-静岡構造線活断層系などに起因する強震動も無視できないであろう。 

                                        (「白馬岳地域の地質」地質調査総合センター) 
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3.2 地 質 

 

 日本列島は、本州中央部を横断するフォッサマグ

ナを境に、西南日本と東北日本に分けられる。西南

日本は更に中央構造線により内帯と外帯に区分され

る。 

 調査地付近はフォッサマグナの西寄りに位置し、

フォッサマグナの西縁は糸魚川-静岡構造線が南北に

縦走している。この構造線を挟んだ東と西では地質

がことなり、西側では中・古生層や第四紀の火山活

動による噴出物・溶岩が、東側では新第三系  の堆

積岩類を主体とする地層が分布する。 

 「白馬岳地域の地質」地質調査総合センターによると、業務地付近には雨中層が分布する。主に

中谷川から南方で、土谷川下流域、雨中にかけて分布し、層厚は約 1,100m である。 

 本層は一般に塊状の砂質泥岩-泥質砂岩からなり、中粒砂岩を狭在する。砂質泥岩-泥質砂岩はふ

つう暗灰-暗青灰色ときに灰緑色を呈し、一般にノジュールを含む。一般にほぼ塊状を呈するが、

ほぼ平行の葉理があるときや細粒砂岩と互層することもある。最上部ではときに凝灰質になること

がある。 

 一方、「小谷村誌」では、中土累層長崎砂岩泥岩層に分類されている。長崎砂岩泥岩層は砂岩泥

岩の互層で、走向傾斜は NE-SW 方向で SE 方向に傾斜している。計画地の西側には中土破砕帯が走

向方向に通っている。付近の岩盤はその影響で破砕されており、地すべり地形が連なっている。 

 

  

図 3-1 西南日本帯状構造分布図 

図 3-2 中土破砕帯 
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図 3-3 調査地付近の地質総括図 

表 3-1 第三系の層序比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「白馬岳地域の地質-地質調査総合センター」より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                       「白馬岳地域の地質」 
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図 3-4 地質概要図(S=1:50,000) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調 査 地 

「白馬岳地域の地質-地質調査総合センター」 
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図 3-5 地質図凡例 
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4.調査結果 

 

4.1 調査地状況 

 

 太田地区は、農政の地すべり防止区域「上手村」地区内に位置する。資料や聞き取りから、上手

村地区は明治 34 年と昭和 8 年に大規模な地すべりがあったといわれている。近年では平成 24 年 3

月に、計画地から 100m 程下里瀬の県道沿いで地すべりが発生した。 

 1/25000 の地形図を見ると、計画地には大規模な地すべりブロックが読み取れる。下図に示すブ

ロックは、地形図から読み取れる比較的大きな規模のブロックを抽出したもので、それぞれのブロ

ックは更に細分化される。村営住宅計画地の東側には、丘状地形が存在する。この丘状地形も地す

べり地形内に形成された丘であると見られる。 

 太田地区では地すべり防止事業や災害復旧事業による対策工事が実施され、地すべり滑動は収束

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※青色の地すべり地形は地すべり防止事業で扱っているブロックとは異なる。 

  

H24.3 の被災ブロック 

図 4-1 付近の地すべり地形 
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図 4-2 区間速度 Vr（m/s） 

4.2 層区分グラフ（区間速度） 

 

各地点の表面波区間速度は、以下のとおりである。 
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表 4-1 表面波区間速度 Vr から求めた換算 N 値 

表 4-2 許容支持力度の目安 

4.3 換算 N 値 

 

 表面波区間速度から換算 N 値を求めると、以下のようになる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小規模建築物基礎設計の手引き P36 
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図 4-3 各地点の換算 N 値分布 
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4.4 各測点の支持力計算結果 

 

 換算 N 値より地盤支持力度を試算した。試算にあたり土質は砂質土とし、長方形のべた基礎とし

て試算した。計画の基礎形状は現段階では未定のため、基礎形状に合わせて再検討する必要があ

る。 
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図 5-1 基礎形式選定例 

5.考 察 

 

5.1 地盤状況 

 

 住宅計画地の東側は丘状地形となっているが、地すべり地内の丘状地形とみられる。 

 計画地は地すべり防止区域「上手村」内にあり、地すべり対策工事は概成しており、地すべりは

は休眠状態であるとみられる。 

 計画地の地盤は粘土質礫で、マトリックス（礫間充填物）は砂混じり～砂質粘土である。表層部

は水を含むと軟弱化する。地下水位は低いとみられるが、地下水を含むと抜けにくい（乾きにく

い）性質がある。 

 表層部約 1m までに N 値 2 以下の軟弱土が RW3～RW5 に分布する。 

 

 

5.2 設計施工上の注意点 

 

 表層部約 1m までに N 値 2 以下の軟弱土が RW3～RW5 に分布するため、掘削時に基礎下に軟弱土が

残る場合は、置換するなどの対策が必要になる。分布する土のマトリックス（礫間充填物）は水を

含むと軟弱化して乾きにくい性質があるため、排水に留意する必要がある。 
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